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Contribution of Open Science to Social Issue Solution 
– Foresight from a Multi-stakeholder Workshop – 
 
Yasuhisa KONDO and Kazuhiro HAYASHI 
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ABSTRACT 
In order to overview current issues in bridging open scientific research data to citizen science, 
activated through collaborations with diverse societal actors, we held a multi-stakeholder 
workshop in January 2017 with 37 participants, representing academia, library, central and local 
governments, industries, and non-profit organizations. One of the group dialogues during the 
workshop revealed the necessity to conventionalize open research data policies in the context of 
each domain of research. Another group shed light on two functions of citizen science––the 
co-development of data infrastructure and the actions for social transformation. Another group 
pointed out the importance of capacity building of bridging agents who facilitate the bidirectional 
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オープンサイエンスと TD 研究の融合を図っていく必要がある。 
 
 







 オープンサイエンスは多義的である。政策としてのオープンサイエンスは、2013 年の G8 科学大
臣共同声明（Foreign & Commonwealth Office 2013）において、科学研究データのオープン化
（open scientific research data）が提唱されたことを嚆矢とする。2015 年に経済開発協力機構
（OECD）が発表した『オープンサイエンスを実現する』と題するレポート（OECD 2015）において、オ
ープンサイエンスは「公的資金による研究成果を社会に開放すること」と定義された。日本では、内









 第 5 期科学技術基本計画はまた、研究の基礎データを市民が提供したり、観察者ないし分析者
として研究プロジェクトに参加したりするシチズンサイエンス（市民科学 citizen science; Irwin 1995, 

















 社 会 と の 協 働 に 基 づ く 学 術 研 究 の 方 法 論 と し て 今 、 ト ラ ン ス デ ィ シ プ リ ナ リ ー 研 究













に向けた意思決定を共同主導すること（co-leadership）が重要である（Mauser et al. 2013）。その際、
研究者は社会の主体に科学的・専門的知識を一方的に提供するだけではなく、社会に備わるさま








































 試行ワークショップは 2016 年 9 月 3・4 日に、NII 軽井沢国際高等セミナーハウスにて開催した。
















 拡大ワークショップは、2017 年 1 月 27・28 日に京都市において開催した。ワークショップには研
究者・大学関係者だけでなく、文部科学省などの行政機関や自治体、企業からも参加者を招待し、
総勢 37 名が参加した。参加者の内訳は、業種別にみると大学・研究機関 21 名、行政 8 名、企業 4
名、その他 4 名、男女別にみると男性 27 名、女性 10 名であった。 









表 1 拡大ワークショップのタイムテーブル 




13:30 開会挨拶 谷口真人地球研副所長、斎藤尚樹 NISTEP 総務研究官 








15:00 時間割編成（表 2） 
15:40 グループ対話セッション 1 
16:20 休憩 
16:35 グループ対話セッション 2 
17:15 中締め 
17:30 情報交換会 
1 月 28 日（土）  
10:00 対話セッションのラップアップ（まとめ） 
司会：林 和弘（NISTEP） 







図 1 時間割編成の様子 
 
表 2 グループ対話の時間割 































 グループでの話し合いは、5 つのグループに分かれて 2 回実施した（表 1）。参加者は原則として










図 2 グループ対話の様子 
 
 
























































































































ること（グループ 1-5、2-2）の重要性が明らかになった（図 5）。 



























































































 淺野悟史、一方井祐子、宇高寛子、宇藤健一、榎戸輝揚、奥田 昇、小野英理、加納 圭、川﨑
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 なお、本稿は地球研ニュース第 67 号（近藤他 2017）に寄稿した報文を基にしている。また、2018
年 10 月に実施した第 3 回ワークショップの成果を含めた短報を、第 7 回先端応用情報学国際会
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● この発言録は、2017 年 1 月 27・28 日に実施されたワークショップ「社会との協働が切り拓くオー
プンサイエンスの未来」のラップアップ（まとめの会）における参加者からの報告および発言を文
字に起こした原稿を、著者の責任において編集したものである。 
● 総録音時間は 156 分である。 
● 編集にあたっては、発言内容を尊重しつつ、表現を平易に改め、補った。また、発言を要約する
小見出しを付した。 









































































































































































































































































































































































































































































































































 最近流行っている AI をうまく使って、画像認識で、これは前にあった図と同じではないかというの
が即座に判定できるようになるとよいという話がありました。いっぽうで、判定はすぐできるようになっ
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